予算要求資料
平成28年度当初予算　支出科目　款：民生費　 項：社会福祉費　 目：社会福祉諸費
	事業名　ＤＣＡＴ派遣体制構築事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　健康福祉政策課　政策企画係　電話番号：058-272-1111（内線2515）
　　　　　E-mail：c11221@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　1,804千円（前年度予算額：800千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	800

	要求額
	1,804
	998
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	806

	1月29日時点
査定額
	1,804
	998
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	806

	決定額
	
	　
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　東日本大震災では、被災地で福祉・介護分野の支援を行う人材や施設が不足した。岐阜県においても近い将来、南海トラフの巨大地震や県内活断層による直下型地震等、大きな災害の発生が懸念されており、災害時の人材派遣等、広域的な緊急支援を行う体制の整備が必要である。

　なお、国の「国土強靭化アクションプラン２０１４」の中でも、起きてはならない最悪の事態を回避するための定量的な評価指標の一つとして「都道府県単位の災害福祉広域支援ネットワークの構築検討着手数」が位置づけられており、平成２８年までに全都道府県で検討に着手することが求められている。

（２）事業内容

　平成２６年度は、岐阜県及び岐阜県社会福祉協議会を中心に県内の福祉関係団体、市町村等により「岐阜県災害福祉広域支援ネットワーク協議会」を設立した。

平成２７年度は、平常時から要支援者対策のネットワーク化を図り、緊急時には不足する人材を派遣できる体制「ＤＣＡＴ（Disaster Care Assistance Team）」を構築し、１１６名のＤＣＡＴ隊員を養成した。

平成２８年度は、協定締結団体に対して、ＤＣＡＴの更なる養成を促すとともに、発災後速やかに福祉避難所等で支援を必要とする要配慮者をケアできるよう、活動内容や派遣手順等に関して平成２７年度に養成したＤＣＡＴ隊員へ、フォローアップ研修を実施する。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	468 
	検討会議、研修、訓練に参加いただく有識者にかかる報償費

	旅費
	280
	検討会議、研修、訓練にかかる旅費及び参加者への費用弁償

	需用費
	35
	訓練用消耗品、会議資料等

	役務費
	826
	連絡通信費

	使用料及び

賃借料
	195
	検討会議、研修、訓練にかかる会場使用料

	合計
	1,804
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　災害時における、福祉・介護人材のチーム（ＤＣＡＴ）を広域派遣できる体制を、平成２８年度までに構築する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ＤＣＡＴの派遣体制の構築
	未検討
（H25）
	（H　）
	（H　）
	着手
（H27）
	体制構築
（H28）
	％
－


○指標を設定することができない場合の理由
	

	（前年度の取組）

・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

岐阜県災害福祉広域支援ネットワーク協議会（４回開催予定）
　　第１回（6/19）福祉避難所、ＢＣＰ策定状況　　参加者：１７名
　　第２回（　/  ）活動マニュアルの策定　　　 　参加者：　　名
研修（ＤＣＡＴ、福祉施設管理者、市町村担当者対象）
　　第１回（6/11，12，15）ＤＣＡＴ養成研修　　　参加者：１２０名

　第２回（11/24）ＢＣＰ研修会　　　　　　　　 参加者：　　名

　　第３回（12/14）福祉避難所研修会　　　　　　 参加者：　　名

　実地訓練

　　第１回（10/9）福祉避難所で実地訓練を実施　　参加者：　　名


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　ＤＣＡＴ隊員を１１６名養成し、体制を整備した。今後は、新規隊員の養成とともに、フォローアップ研修を実施し、ＤＣＡＴ隊員を質・量ともに充実させることで、災害時に避難所等において、障がい者・高齢者等の要支援者が必要な支援を受けることが可能となる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　
○
	岐阜県においても南海トラフ地震や局地的豪雨等の発生が懸念されており、早急に広域的な福祉・介護分野の緊急支援を行う体制の整備が必要である。各団体等間の調整を行い、体制を整備していくうえで、県の主導的な関与が必要とされている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	平成２６年度から検討に着手し、平成２７年度にはＤＣＡＴ隊員を１１６名養成した。現時点で派遣実績がなく、実効性のある体制の構築までは至っていない。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	岐阜県社会福祉協議会をはじめとした各団体等と連携し、情報の共有を図るなどしながら、前向きで活発な議論を行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
○ＤＣＡＴに必要となる備品の整備及び管理体制の検討

○他県への派遣等、更なる広域支援体制の検討


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

引き続き、ＤＣＡＴの派遣について、実践的な訓練などを行い、その結果をフィードバックし改善を重ねながら、より効率的な体制整備を目指す。


